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第1章　標準ビジネスプロトコル使用規約
本規約は、標準ビジネスプロトコルの使用にあたっての、適用範囲、改訂方法、CI-NETのコード体系、利用する標準企業コードについて規定するものである。

第1節　標準ビジネスプロトコルの適用範囲
標準ビジネスプロトコルは、建設産業に係わる事業者間においてコンピュータを用いた取引業務などに係わるデータ交換について適用する。
ここでいうデータ交換とは、通信回線を介したデータ交換、コンピュータの記憶媒体の交換によるデータ交換をいう。　
データ交換を行う企業は、標準ビジネスプロトコルの内容を理解すると共に、定められた規約を尊重し、遵守しなければならない。
第2節　標準ビジネスプロトコルの改訂
標準ビジネスプロトコルで定められた規約の変更は、推進センターが必要に応じて行う。標準ビジネスプロトコルの利用者は、標準ビジネスプロトコルで定められた内容について、改善要求（CHANGE REQUEST）を出すことができる。要求者は規定の様式（参考資料3参照）に従って、改善の要求内容を推進センターに提出する。記入様式には、一般用と建設資機材コード（「第3章　第2節 3.22 建設資機材コード」参照）専用の２種類があり、要求者は用途に応じた様式を使用しなければならない。

推進センターでは提出された改善要求を取りまとめ、内容を検討し、改訂した場合は、CI-NET標準ビジネスプロトコルの改訂版に盛り込むほか、ホームページや年次報告書、シンポジウム等で公表する。

第3節　CI-NETのコード体系
標準ビジネスプロトコルで交換するデータをコード化することにより、データ交換をスムーズに行うとともに、交換されるデータの社内コンピュータ処理を自動化して処理効率を上げることができる。
標準ビジネスプロトコルで使用するコードには以下のものがある。
①準拠する国内標準文法（CIIシンタックスルール）によりコードを使用することが定められているもの。
・BPID

・標準企業コード
・データ項目タグ番号
・情報区分コード
・その他、トランスレータが自動的にセットするコード
等
②CI-NETが独自に制定しているもの
・単位コード
・消費税コード
・取引区分コード
・明細コード
・建設資機材コード
等
これらの詳細については、「第1章 第4節 標準企業コード使用規約」、「第3章 第1節 シンタックスルール」、「第3章　第2節 3 CI-NET標準データコード」等を参照されたい。
第4節　標準企業コード使用規約
1　標準企業コードの使用
標準ビジネスプロトコルでは、企業の識別に標準企業コードを使用する。標準企業コードは企業識別コードと枝番から構成される。1法人につき1つの企業識別コードが与えられる一方、枝番は各企業が自由に採番できる。したがって、標準ビジネスプロトコルを利用する企業は、企業識別コードを取得しなければならない。
建設産業に係わる企業の企業識別コードは建設産業情報化推進センターなどが発番し、全産業にわたる管理は（財）日本情報処理開発協会が行う。建設産業以外の業界の企業が、標準ビジネスプロトコルを用いてEDIを行う場合にも、建設産業情報化推進センターに登録申請して取得することができる。企業識別コードは今後、他の業界でEDIがCIIシンタックスルールに準拠して標準化された場合にもそのまま使用できる。
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建設産業情報化推進センター等が発番　　各企業が自由採番 
図1.4.1-1　標準企業コードの構造
2　企業識別コードの申請
企業識別コードの取得を希望する企業は、建設産業情報化推進センター等にコード発番の申請を行う。企業識別コードを取得する企業は、申請にあたって建設産業情報化推進センター等に所定の登録料を支払う。ここでいう「企業」とは法人単位とする。したがって、系列企業であっても別法人であれば企業識別コードを別に取得しなければならない。
3　企業識別コードの有効期間
企業識別コードの有効期間は、発番から3年間とする。引き続き同一の企業識別コードの使用を希望する企業は、建設産業情報化推進センターにコード継続更新の申請を行う。企業識別コードを継続更新する企業は、申請にあたって建設産業情報化推進センターに所定の更新料を支払う。

4　企業識別コードの管理・運用形態
企業識別コードの管理は、企業識別コードの登録申請あるいは変更申請などを受け付ける建設産業情報化推進センターと、他の産業も含めて全体の企業識別コードを管理する（財）日本情報処理開発協会　電子商取引推進センターの中央コード管理センターとの階層的管理形態を採っている。現在、建設産業情報化推進センターの他に標準企業コードを採用している業界団体として、（社）電子情報技術産業協会（JEITA） ECセンター、（社）日本鉄鋼連盟 鉄鋼EDIセンター、（社）日本物流団体連合会 物流EDIセンター、（社）日本ロジスティクスシステム協会、（財）日本情報処理開発協会がある。
企業識別コードは、上記のいずれかの業界団体を窓口として申請して採番された番号であれば、共通的に利用できる仕組みとなっている。



図1.4.1-2　中央コードセンターと建設産業情報化推進センターの関係


図1.4.1-3　企業識別コードの管理
























様式1つ削減















































実態を反映した表現とするかどうか要調整








表を削除





井岡様指摘：表は復活させたほうがいい。
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